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Ａ．研究目的 
2020 年 1 月 16 日，国内初の新型コロナウイル

ス感染者が報告された。以後，徐々に感染者数は

増え，3 月末には国内感染者数が 2000 人を超え

た。4 月 7 日改正新型インフルエンザ等対策特別

措置法（新型コロナウイルス特措法）により，埼

玉県，千葉県，東京都，神奈川県，大阪府，兵庫

県，福岡県の 7 都道府県に対し，緊急事態宣言が

発令された。さらに，4 月 16 日，全国に緊急事

態宣言が発令された。この間，学校の休校，テレ

ワークの推奨，商業施設の休業が始まり，我われ

は余儀なく，stay home（ステイホーム）の生活

を始めることになった。緊急事態宣言は，5 月 14

日に 39 県で解除，5 月 21 日大阪府，兵庫県，京

都府の 3 府県が解除，残る 5 都道府県が 5 月 25

日に解除された。 
 新型コロナウイルス（以下，新型コロナ）感染

拡大に伴い，我われの生活が変化したことは，ま

ぎれもない事実であるが，より健康的な生活習慣

になったのか，また，具体的にどのように変化し

たのか，我が国では，学術的な報告はまだない。

そこで，今回，食習慣に焦点をあて，新型コロナ

感染拡大に伴い，どのように国民の食行動が変化

したのか，そしてその要因について，調査を行う

ことにした。調査の対象は，20-64 歳の成人であ

り，年齢・性別に基づき，全国人口構成比にあわ

せて抽出した 6,000 人を対象とした。本調査は，

思い出し法で，1 年前（2019 年 11 月）と現在

（2020 年 11 月 6~12 日），緊急事態宣言発令中

（2020 年 4 月～5 月）と現在（調査期間 2020 年

11 月 6~12 日）を比較して回答する調査である。

本調査結果を読むにあたって，新型コロナ感染状

況とそれに伴う社会状況の変化について理解する

必要がある。そこで，本稿では，公表された資料

を用いて，全国の新型コロナ感染状況と国内の主

な動向，特に，緊急事態宣言に関する状況をまと

めた。 

 

Ｂ．研究方法 
1. 調査対象と方法 

研究要旨 
本研究班では，コロナ感染拡大に伴い，日本人の食行動がどのように変化したのか，そしてその

要因を検討するために，全国人口構成比にあわせて抽出した 20-64 歳 6,000 の成人を対象とした。

本調査は，思い出し法で，1 年前（2019 年 11 月）と現在（2020 年 11 月 6~12 日），緊急事態宣言発

令中（2020 年 4 月～5 月）と現在（調査期間 2020 年 11 月 6~12 日）を比較して回答する調査であ

る。本調査結果を読むにあたって，新型コロナ感染状況とそれに伴う社会状況の変化について理解

する必要がある。そこで，本稿では，公表された資料を用いて，全国の新型コロナ感染状況と国内

の主な動向に関する状況をまとめた。その結果，緊急事態宣言は，4 月 7 日に発出，4 月 16 日には，

全国が対象となったが，休業状況は，各都道府県によって異なった。これは，各地域の感染者状況

をみながら，各都道府県で，判断しているためだといえる。今回の調査結果を読む際，本稿を参考

にされたい。 
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 公表されている新型コロナ感染状況およびその

対策に関する情報を対象とした。2020 年 11~12

月インターネット検索により，情報を収集し，量

的データは記述統計，質的データは，時系列にま

とめた。 
 
2. 倫理的配慮 

公表されている情報を用いるため，研究倫理審

査の対象外である。 
 

Ｃ．結果 

1. 全国の新型コロナ感染状況と国内の主な動向

（表 1） 

 表 1 に国内初の感染者が報告されてからの感染

状況と主な動向を時系列にまとめた。緊急事態宣

言発令中に，国内感染者数が 10,000 人，死者が

500 人を超えるなど，感染状況は悪化している

が，8 月になると，感染者 10,000 人増加する期間

は短くなっている 1)。図 1 に，国内感染者数の推

移をまとめた。4-5 月の緊急事態宣言以降，8

月，11 月に，感染者数増加の山が確認できる 6)。 
 

表 1 全国の新型コロナ感染状況と国内の主な動向 1~5) 
 感染状況 主な動向 
2020 年   

1 月 16 日 国内初の感染者が報告  
1 月 21 日  外務省，中国全土に感染症危険情報レベル 1（注意喚

起）を発出 
1 月 24 日  湖北省感染症危険情報レベル 3（渡航中止勧告）を発

出 
1 月 27 日  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（感染症予防法）に基づき，強制入院などが取る
ことができる「指定感染症」に指定 

1 月 28 日  武漢に退避邦人帰国支援のためのチャーター機派遣 
1 月 30 日  新型コロナウイルス感染症対策本部設置 
2 月 1 日  中国全土に対する感染症危険情報レベル 2（不要不急

の渡航の自粛）に引上げ 
2 月 3 日  クルーズ客船ダイヤモンドプリンセス横浜港大黒埠頭

沖に停泊 
2 月 13 日 国内初の死者が報告  
2 月 21 日  クルーズ客船ダイヤモンドプリンセス乗客下船 
2 月 25 日  厚生労働省「新型コロナウイルス感染症対策の基本方

針」発表 
2 月 26 日  イベントなどの中止・延期を要請 
2 月 27 日  3 月 2 日から全国小中高校の臨時休校を要請 
3 月 13 日  改正新型インフルエンザ等対策特別措置法（新型コロ

ナウイルス特措法）が成立 
3 月 9 日  専門家会議クラスター発生の 3 つの条件（3 密）を発

表 
3 月 10 日  歴史的緊急事態に指定 
3 月 10 日  消費者庁，インターネット広告における新型コロナウ

イルスに対する予防効果を標ぼうする健康食品等に対
し，改善要請，消費者に注意喚起 

3 月 13 日  衛生マスクの転売禁止及び罰則閣議決定 
  新型コロナウイルス感染症を，新型インフルエンザ等

対策特別措置法の対象に加えた特別措置法が可決 
3 月 18 日  外務省，全世界に対して感染症危険情報レベル 1（注

意喚起）発出 
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表 1 全国の新型コロナ感染状況と国内の主な動向 1~5) （続き） 
 感染状況 主な動向 

3 月 21 日 国内累計感染者数 1,000 人超える  
3 月 24 日  東京オリンピックの延期が発表 
3 月 26 日  改正新型インフルエンザ対策特別措置法に基づく対

策本部設置 
4 月 7 日  埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，大阪府，兵庫

県，福岡県の 7 都道府県に対して，緊急事態宣言が
発令 

4 月 7 日  アベノマスク，配布開始 
4 月 8 日 国内感染者 1 日あたりの人数 500

人超える 
 

4 月 12 日 国内死者 100 人超える  
4 月 16 日  全都道府県に対し緊急事態宣言が発令 
4 月 18 日 国内累計感染者数 10,000 人超える  
4 月 22 日 国内死者 200 人超える   
4 月 23 日  入国拒否の対象国 80 ヶ国等に拡大 
5 月 2 日 国内死者 500 人超える  
5 月 3 日 国内累計感染者数 15,000 人超える  
5 月 4 日  専門家会議「新しい生活様式」発表，緊急事態宣言

の期間延長発出 
5 月 14 日  全国 39 県の緊急事態宣言を解除 
5 月 21 日  兵庫県，大阪府，京都府の 3 府県の緊急事態宣言を

解除 
5 月 22 日 国内死者 800 人超える  
5 月 25 日  東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，北海道の 5 都

道府県の緊急事態宣言を解除，緊急事態解除宣言 
5 月 29 日  防衛省航空自衛隊アクロバットチーム「ブルーイン

パルス」東京上空を飛行 
6 月 19 日  首都圏の 1 都 3 県，北海道の都道府県をまたぐ移動

自粛要請解除 
7 月 7 日 国内累計感染者数 20,000 人超える  
7 月 16 日  Go To キャンペーン対象発着地から東京都を外す決

定 
7 月 22 日  Go To トラベル開始 
7 月 26 日 国内累計感染者数 30,000 人超える  
7 月 28 日 国内死者 1,000 人超える  
7 月 29 日 岩手県で初の感染者確認。全ての

都道府県で感染者確認 
 

8 月 3 日 国内累計感染者数 40,000 人超える  
8 月 11 日 国内累計感染者数 50,000 人超える  
8 月 20 日 国内累計感染者数 60,000 人超える  
9 月 3 日 国内累計感染者数 70,000 人超える  
9 月 23 日 国内累計感染者数 80,000 人超える  
10 月 1 日  Go To キャンペーン東京都内の旅行および東京都在

住者による旅行も割引対象となる 
Go To Eat 開始 

10 月 13 日 国内累計感染者数 90,000 人超える  
10 月 30 日 国内累計感染者数 100,000 人超える   
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図 1-1 全国の感染者数*1の推移（1 月 16 日~6 月 14 日）6) 
*1 文献 6 では，陽性者数として示されている 

図中の値は，各々第 1 波の最も感染者数が多かった日（4/10），全国に緊急事態宣言が発令された日（4/16）の感染者数 
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図 1-2 全国の感染者数*1の推移（6 月 15 日~11 月 12 日）（続き）6) 
*1 文献 6 では，陽性者数として示されている 

図中の値は，各々第 2 波の最も感染者数が多かった日（8/7），調査開始日（11/6），調査終了日（11/12）の感染者数 
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2. 都道府県別の感染状況 

 次に，全都道府県に対し緊急事態宣言が発令さ

れた 4 月 16 日と調査を開始した 11 月 6 日時点の

都道府県別の感染状況を図 2 と図 3 に示した。図

2 は，累計感染者数，図 3 は 10 万人あたりの感

染者数であり，両方とも，4 月 16 日時点で人数

が多い順に示した。 
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図 2 都道府県別累計感染者数 7) 

 
図 3 都道府県別 10 万人あたりの感染者数 7) 
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3. 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づ

く緊急事態宣言に係る経緯，休業要請 

 2020 年 3 月 13 日に，新型コロナ感染症が，新

型インフルエンザ等対策特別措置法の対象になっ

た（以下，新型インフル特措法）。政府は，新型

インフル特措法第 32 条第 1 項の規定に基づき，4

月 7 日，5 月 6 日までの予定で，緊急事態宣言を

発出した。この時点で，対象となった区域は，埼

玉県，千葉県，東京都，神奈川県，大阪府，兵庫

県，福岡県の 7 都道府県であった。4 月 16 日，

残りの 40 都道府県を追加し，全都道府県が対象

となった。このうち，北海道，茨城県，埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川県，石川県，岐阜県，愛

知県，京都府，大阪府，兵庫県，福岡県の 13 都

道府県を「特定警戒都道府県」とした。その後，

5 月 4 日に，5 月 6 日緊急事態宣言解除だった予

定を，31 日まで延長することが発表されたが，5

月 14 日，北海道，埼玉県，千葉県，東京都，神

奈川県，京都府，大阪府，兵庫県の 8 都道府県を

除く，39 県の緊急事態宣言は解除された。引き

続き，5 月 21 日，大阪府，兵庫県，兵庫県が解

除，25 日，残りの都道県が解除され，予定の 31

日より早く，緊急事態の終了が宣言された。 

 都道府県知事は，新型インフル特措法の第 24

条第 9 項に基づき，休業要請を行うことができる

（緊急事態宣言発令中は，第 45 条第 2 項を根拠

に行うこともできる）。2020 年 6 月，内閣官房

は，この 4 月 7 日から 5 月 25 日までの緊急事態

宣言発令中の各都道府県および市町村の新型イン

フル特措法の規定に基づき，実施した内容を「新

型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の実施状況

に関する報告」で報告している 8)。本稿では，そ

のうち，都道府県で実施した内容を表 2 に示す。

表 2-1 各都道府県における緊急事態宣言発令中の措置内容 8) 
根拠条文
（特措法） 

措置内容 実施都道府県 備考 

第 24 条 
第 7 項 

都道府県警察及
び都道府県の教
育委員会に対す
る措置の求め 

埼玉県・大阪府（計 2 府県） ・都道府県の教育委員会
に対し，都道府県立学校
の休業等を求めたもの 
・都道府県警察に対し，
詐欺事件等に対する広報
啓発活動の強化等を求め
たもの等 

第 24 条 
第 9 項 

外出の自粛の協
力要請 

青森県・岩手県・宮城県・山形県・福島
県・栃木県・富山県・福井県・山梨県・
静岡県・三重県・滋賀県・奈良県・和歌
山県・鳥取県・島根県・岡山県・徳島
県・香川県・愛媛県・高知県・佐賀県・
熊本県・大分県・鹿児島県（計 25 県） 

 

第 24 条 
第 9 項 

催物の開催制限
等の協力要請 

全都道府県  

第 24 条 
第 9 項 

施設の使用制限
等の協力要請 

北海道・青森県・岩手県・宮城県・秋田
県・山形県・福島県・茨城県・栃木県・
群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈
川県・新潟県・富山県・石川県・福井
県・山梨県・長野県・岐阜県・静岡県・
愛知県・三重県・滋賀県・京都府・大阪
府・兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取
県・島根県・広島県・山口県・香川県・
愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・長崎
県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島
県・沖縄県（岡山県，徳島県を除く計
45 都道府県） 

 

文献 8 の表，一部改変 
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表 2-2 各都道府県における緊急事態宣言発令中の措置内容 8) （続き） 
根拠条文
（特措法） 

措置内容 実施都道府県 備考 

第 24 条 
第 9 項 

その他の感染
の防止に必要
な協力要請等 

全都道府県 マスク着用，咳エチケッ
ト，手洗い，うがい等の
基本的な感染対策の実践
等 

第 45 条 
第 1 項 

外出自粛の協
力要請 

全都道府県  

第 45 条 
第 2 項～
第 4 項 

施設の使用制
限等の養成及
び公表（第 2
項・第 4 項） 

北海道・宮城県・茨城県・栃木県・群馬
県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川
県・新潟県・石川県・長野県・愛知県・
京都府・大阪府・兵庫県・鳥取県・島根
県・広島県・山口県・福岡県（計 21 都
道府県） 

 

施設の使用制
限等の指示及
び公表（第 3
項・第 4 項） 

千葉県・神奈川県・新潟県・兵庫県・福
岡県（計 5 県） 

 

第 48 条 
第 1 項 

臨時の医療施
設 

北海道・神奈川県・石川県・福井県・愛
知県・長崎県・沖縄県（計 7 道県） 

病院等の医療施設が不足
し，臨時の医療施設を開
設したもの 

第 52 条 
第 2 項 

水の安定的な
供給 

水道事業者等である都道府県 都道府県行動計画で定め
るところにより，水を安
定的かつ適切に供給した
もの 

文献 8 の表，一部改変 

 

 表 2 のとおり，緊急事態宣言発令中，全都道府

県で，「催物の開催制限等の協力要請」「外出自粛の

協力要請」「その他の感染の防止に必要な協力要請

等」され，岡山県と徳島県を除く，計 45 都道府県

で，「施設の使用制限等の協力要請（以後，休業要

請）」が実施された（ただし，岡山県は，4 月 25 日

～5 月 6 日法に基づかない休業要請をパチンコ店，

県外客の多い施設に対して実施）。 

 しかし，休業要請の期間や対象は，各都道府県

によって異なった。表 3 に，各都道府県で実施さ

れた休業要請期間をまとめた。ただし，対象とな

る施設は，都道府県によって異なったり，同じ区

域であっても，対象施設が縮小された場合もあ

る。たとえば，最も休業要請期間が長い東京都

は，5 月 26 日から対象範囲を徐々に縮小し，6 月

1 日からは遊興施設等，運動施設のみ，6 月 12 日

からは遊興施設等，そして，6 月 19 日以後，す

べて解除となった。また，休業期間が短い鳥取県

と島根県は，遊技施設（パチンコ店）のみが対象

であった。参考までに，東京都の休業要請の対象

および対象外の施設を表 4 に示す 10)。 

 

4. 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づ

く緊急事態宣言発令中の外出自粛要請 

 新型インフル特措法の第 24 条第 9 項または第

45 条第 1 項に基づき，都道府県知事は住民に対

し，外出自粛要請ができる。内閣官房の報告書に

よると 8)，全都道府県で，第 45 条第 1 項に基づ

き，外出自粛の協力要請が行われた。外出自粛

は，ゴールデンウィークの 5 月 7 日から，緩和す

る区域もあり（例：県境を越える移動，接待を伴

う飲食店への外出の自粛，遊興施設等，「3 つの

密」のある場への外出の自粛に限定），5 月 25 日

以降，ほとんどの区域が解除となった。 
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表 3 新型インフル特措法第 24 条第 9 項に基づく休業要請期間（2020 年 4 月 7 日~6 月 20 日）9) 
 4 月 5 月 6 月 
 1~10日 11~19日 20~30日 1~10日 11~19日 20~31日 1~10日 11~20日 
神奈川 7

日 
7

都
府
県
（
埼
玉
県
，
千
葉
県
，
東
京
都
，
神
奈
川
県
，
大
阪
府
，
兵
庫
県
，
福
岡
県
）
に
緊
急
事
態
宣
言 

16

日 
40

都
道
府
県
を
追
加
し
，
緊
急
事
態
措
置
を
実
施
す
べ
き
区
域
を
全
都
道
府
県
と
し
た 

7 日     14

日 
8

都
道
府
県
（
北
海
道
，
埼
玉
県
，
千
葉
県
，
東
京
都
，
京
都
府
，
大
阪
府
，
兵
庫
県
，
福
岡
県
）
除
く39

県
に
対
し
，
緊
急
事
態
宣
言
を
解
除 

  21

日 

京
都
，
大
阪
，
兵
庫
の
府
県
を
解
除 

25

日 

残
り
の
都
道
県
，
北
海
道
，
埼
玉
県
，
千
葉
県
，
東
京
都
，
神
奈
川
県
を
解
除 

27 日    
兵庫 7 日         1 日  
東京 11 日           19 日 
埼玉 13 日           17 日 
茨城 18 日         8 日   
千葉 14 日          19 日 
大阪 14 日         1 日   
福岡 14 日         

 
19 日 

愛知 17 日         1 日   
京都 18 日         1 日   
北海道   20 日       1 日  
群馬 18 日       30 日   
岐阜 18 日*1             
山梨   20 日*1      
石川   21 日       1 日  
広島   22 日     22 日    
佐賀   22 日     21 日    
熊本   22 日     21 日 

 
  

長野   23 日     22 日    
奈良   23 日       1 日   
沖縄   23 日     21 日    
和歌山   25 日       1 日   
愛媛   27 日       1 日   
栃木 18 日     16 日       
三重   20 日   15 日       
福島   21 日   15 日 25 日*2     
新潟   22 日   15 日       
富山   23 日   15 日       
滋賀   23 日   15 日       
山形   24 日   15 日       
秋田   25 日   15 日       
長崎   25 日   15 日       
鹿児島   25 日   15 日       
福井   25 日   18 日       
静岡   25 日   18 日       
山口   21 日 7 日         
高知   24 日 7 日         
大分   24 日 

 
11 日       

岩手   25 日 7 日         
宮城   25 日 7 日         
香川   25 日 7 日         
宮崎   25 日 7 日 11 日*4       
青森   29 日 

 
        

鳥取     2 日，7 日         
島根     2 日，7 日         
岡山*2               
徳島               

太字は，解除を意味する 
表は，緊急事態宣言に関連して実施された休業要請の開始と解除を示すものであり，同都道府県内であっても，途中か

ら，対象施設を縮小したりしている 
*1 6 月 19 日以降も，第 24 条第 9 項に基づき，休業協力要請等を継続 
*2 法に基づかない休業要請をパチンコ店，県外客の多い施設に実施（4 月 25 日～5 月 6 日） 
*3 文教施設のみ 
*4 5/7～5/10 移行期間 
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表 4 東京都における休業要請対象または対象外の施設一覧 10) 
種類 休止要請 施設 
遊興施設等 対象 キャバレー，ナイトクラブ，ダンスホール，スナック，バー，ダーツバー，

パブ，性風俗店，デリヘル，アダルトショップ，個室ビデオ店，ネットカフ
ェ，漫画喫茶，カラオケボックス，射的場，ライブハウス，場外馬（車・
舟）券場  

大学・学習塾等
*1 

対象 大学，専修学校（高等専修学校を除く）・各種学校，日本語学校・外国語学
校，インターナショナルスクール，自動車教習所，学習塾，英会話教室，音
楽教室，囲碁・将棋教室，生け花・茶道・書道・絵画教室，そろばん教室，
バレエ教室，体操教室 

対象外 オンライン授業，家庭教師 
運動・遊技施設 対象 体育館，屋内・屋外水泳場，ボウリング場，スケート場，柔剣道場，スポー

ツクラブ，ホットヨガ，ヨガスタジオ，マージャン店，パチンコ屋，ゲーム
センター，テーマパーク，遊園地 

対象外 ゴルフ練習場（屋内は使用停止），バッティング練習場（屋内は使用停止），
陸上競技場（※），野球場（※），テニス場（※），弓道場  
※屋外施設の観客席部分は，使用停止 

劇場等*1 対象 劇場，観覧場，プラネタリウム，映画館，演芸場 
集会・展示施設
*1 

対象 集会場，公会堂，展示場，貸会議室，文化会館，多目的ホール，博物館，美
術館，図書館，ホテル（※），旅館（※），科学館，記念館，水族館，動物
園，植物園 ※集会の用に供する部分に限る 

対象外 神社，寺院，教会 
商業施設*1 対象 ペットショップ（ペットフード売り場を除く），ペット美容室（トリミン

グ），宝石類や金銀の販売店，住宅展示場（集客活動を行い，来場を促すも
の），古物商（質屋を除く），金券ショップ，古本屋，おもちゃ屋，鉄道模型
屋，囲碁・将棋盤店，DVD/ビデオショップ，DVD/ビデオレンタル ，アウ
トドア用品，スポーツグッズ店，ゴルフショップ，土産物屋， 
旅行代理店（店舗），アイドルグッズ専門店，ネイルサロン，まつ毛エクス
テンション，スーパー銭湯，岩盤浴，サウナ，整体院（※），エステサロ
ン，日焼けサロン，脱毛サロン，写真屋，フォトスタジオ，美術品販売，展
望室 

文教施設 対象 幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，高等専修学校，高等専
門学校，中等教育学校，特別支援学校 

社会福祉施設等
*2 

対象外 保育所等（幼保連携型認定こども園を含む），学童クラブ，障害児通所支援
事業所，上記以外の児童福祉法関係の施設，障害福祉サービス等事業所，老
人福祉法・介護保険法関係の施設，婦人保護施設，その他の社会福祉施設 

医療施設*2 
 

対象外 病院，診療所，歯科，薬局，鍼灸・マッサージ，接骨院，柔道整復 
※国家資格有資格者が治療を行うもの以外の施設は，使用停止の要請の対象 

生活必需物資 
販売施設*2 

対象外 卸売市場，食料品売り場（移動販売店舗を含む），コンビニエンスストア ，
百貨店（生活必需品売場），スーパーマーケット，ホームセンター（生活必
需品売場），ショッピングモール（生活必需品売場），ガソリンスタンド，靴
屋，衣料品店，雑貨屋，文房具屋，酒屋 

食事提供施設*2 対象外 飲食店，料理店，喫茶店，和菓子・洋菓子店，タピオカ屋，居酒屋，屋形船 
※営業時間短縮の協力を要請 

住宅・宿泊施設
*2 

対象外 ホテル，カプセルホテル，旅館，民泊，共同住宅，寄宿舎，下宿，ラブホテ
ル，ウィークリーマンション 

交通機関等*2 対象外 バス，タクシー，レンタカー，電車，船舶，航空機，物流サービス（宅配等
を含む） 

工場等*2 対象外 工場，作業場 
金融機関・官公
署等*2 

対象外 銀行，消費者金融，ATM，証券取引所，証券会社，保険代理店，事務所，官
公署 

その他*2 対象外 理髪店，美容院，銭湯（公衆浴場），貸倉庫，郵便局，メディア，貸衣装
屋，不動産業者，結婚式場（貸衣装含む），葬儀場・火葬場，質屋，獣医，
ペットホテル，たばこ屋（たばこ専門店），ブライダルショップ，本屋，自
転車屋，家電販売店，園芸用品店，修理店（時計，靴，洋服等）， 
鍵屋，100 円ショップ，駅売店，家具屋，自動車販売店，カー用品店，花
屋，ランドリー，クリーニング店，ごみ処理関係 
※物価統制令の対象となるもの 

*1 ただし，床面積の合計が 1,000 ㎡以下の施設は，協力の依頼。ただし，100 ㎡以下の施設は，営業を継続す
る場合，適切な感染防止対策の徹底を依頼（※特措法によらない協力の依頼） 
*2 適切な感染防止対策の協力を要請，文献 10 から作成した
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5. 新型コロナウイルス感染症対策のための学校

における臨時休業の実施状況 

 4 月 16 日の緊急事態宣言を受け，全国の国公

私立学校においても，臨時休業が実施された。文

部科学省は，4 月 22 日 12 時時点の学校におけ

る臨時休業の調査結果をまとめ，発表している

11)。その報告によると，調査時点（4 月 22 日 

12 時時点）で 91%の学校が臨時休業を実施して

いた。学校種別の結果は，表 5 のとおりである。 

表 5 4 月 22 日現在 臨時休業を実施している学校の割合 
 公立 国立 私立  合計 
幼稚園 73% (3,112) 94% (49) 74% (5,388) 74% 
小学校 95% (18,964) 99% (68) 98% (240) 95% 
中学校 95% (9,196) 99% (69) 99% (738) 95% 
義務教育学校 95% (130) 100% (4) 100% (1) 95% 
高等学校 97% (3,534) 100% (15) 98% (1,418) 97% 
中等教育学校 100% (37) 100% (4) 100% (18) 100% 
特別支援学校 96% (1,086) 98% (45) 79% (14) 96% 
専修学校高等課程 100% (5) 100% (1) 93% (343) 93% 

計 93% (36,064) 98% (255) 82% (8,160) 91% 
文献 11 より，作成，（ ）内は，学校数 
 

学校における休業状況は，都道府県によって若干

異なるが，公立学校をとりあげてみると，義務教

育である小学校と中学校では，36 都道府県が

100%休業を実施していた（表 6）。 

 

表 6-1 4 月 22 日現在 各都道府県別公立学校における臨時休業の実施状況 

 幼稚園 小学校 中学校 義務教
育学校 

高等学
校 

中等教
育学校 

特別支
援学校 

専修学
校高等
課程 

栃木 - 100% 100% 100% 100% - 100% - 
岐阜 100% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
京都 100% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
大阪 100% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
石川 100% 100% 100% 100% 100% - 100% 100% 
埼玉 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
東京 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
広島 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
千葉 99% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
兵庫 98% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
三重 94% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
福岡 94% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
神奈川 92% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
北海道 91% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
滋賀 88% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
佐賀 86% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
静岡 81% 100% 100% 100% 100% 100% 97% - 
山口 71% 100% 100% - 100% 100% 100% - 
和歌山 68% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
茨城 64% 100% 100% 100% 100% 100% 100% - 
愛知 62% 100% 100% 100% 100% - 100% 100% 
熊本 52% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
島根 48% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
宮城 48% 100% 100% 100% 100% 100% 96% - 
福井 47% 100% 100% - 100% - 100% - 
富山 45% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
長崎 40% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
愛媛 38% 100% 100% - 100% 100% 100% - 
徳島 38% 100% 100% - 100% 100% 100% 100% 



 

124 
 

表 6-2 4 月 22 日現在 各都道府県別公立学校における臨時休業の実施状況（続き） 

 幼稚園 小学校 中学校 義務教
育学校 

高等学
校 

中等教
育学校 

特別支
援学校 

専修学
校高等
課程 

宮崎 17% 100% 100% - 100% 100% 100% - 
高知 10% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
山梨 0% 100% 100% - 100% - 100% - 
香川 0% 100% 100% - 100% - 100% - 
山形 0% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
長野 0% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
大分 0% 100% 100% 100% 100% - 100% - 
群馬 66% 99% 98% - 100% 100% 100% - 
沖縄 64% 99% 98% 100% 100% - 100% - 
奈良 97% 99% 98% 67% 8% - 0% - 
福島 90% 94% 95% 100% 100% - 100% - 
秋田 0% 89% 91% 100% 100% - 100% 100% 
岡山 75% 83% 83% - 100% 100% 100% - 
青森 0% 78% 77% - 100% - 100% - 
鹿児島 5% 65% 71% 86% 100% - 100% - 
新潟 15% 36% 35% 100% 100% 100% 72% - 
岩手 0% 7% 6% 0% 2% - 0% - 
鳥取 0% 0% 0% 100% 100% - 0% - 

文献 11 より，作成 
義務教育である小学校，中学校の実施状況の高い順に並び変えた 

 

Ｄ．考察 
 本稿では，全国の新型コロナ感染状況と国内

の主な動向，特に，緊急事態宣言に関する状況を

まとめた。国は，新型コロナ感染予防対策とし

て，新型インフルエンザ等対策特別措置法を改正

し，4 月 7 日に緊急事態宣言が発出した。4 月 16

日には，全国が対象となった。しかし，各都道府

県の休業要請等の状況は異なり，各地域の感染者

状況をみながら，各都道府県で，判断していると

いえる。今回の調査では，対象者を全国人口構成

比にあわせて抽出している。調査結果を読む際，

本稿を参考にされたい。 

 なお，本稿は，公表された資料を用いてまとめ

ている。各都道府県の休業要請の情報に関して

は，不明な点もあり，情報源にたどって検索した

ものの，明確な記述がない場合もあり，休業の開

始，解除の日に，ずれが生じている可能性もあ

る。この限界点を加味して，本稿を理解する必要

がある。 
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